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Ａ：地域コミュニティ活動への参加度合いを示す。
　【市民アンケートの『あなた自身またはご家族のどなたかが、地域（コミュニティ）活動に参加していますか』において、
　　「行っている」「どちらかというと行っている」と回答した人の割合】
Ｂ：地域活動に関する市民の評価を示す。
　【市民アンケートの『自治会（地域コミュニティ）の活動やイベントに満足していますか』において、
　　「満足している」「やや満足している」と回答した人の割合】
Ｃ：地域コミュニティへの参加度合いを示す。
　【毎年4月1日の自治会加入報告世帯数÷住民基本台帳世帯数×100】
Ｄ：市民の自主的活動の状況を示す。
　【市民活動センターが把握している市内に事業所を有する認証NPO法人数（４月１日現在）】
Ｅ：公共交通機関の利用環境に関する市民の評価を示す。
　【市民アンケートの『路線バスなど公共交通機関の運行状況に満足していますか』において、
　　「満足している」「やや満足している」と回答した人の割合】
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令和 元 第２次総合計画 施策マネジメントシート

年度の実績評価）

Ａ：10年間でH24年度の自治会加入世帯割合（75%）と同等の参加割合を目指す。
Ｂ：市自治会連合会設立により市内自治会の不均衡を統一したことにより５年間で約10%の上昇を見込む。
Ｃ：合併から加入率は10%減少している。H25年度から市自治会連合会を設立し、市と連合会との自治会強化対策の
取り組みにより、5年間で約2%の上昇を見込む。
Ｄ：過去５年間（第1次総合計画後期計画期間）の実績をもとに、５年間で約５団体の増加を見込む。
Ｅ：地域との協議による新たな交通網の検討により、5年間で約5%程度の上昇を見込む。

 ①　対象（誰、何を対象としているのか）＊人や自然資源等

市民
世帯
自治会

 ②　意図（この施策によって対象をどう変えるのか）

市民の交流が深まる。
地域コミュニティ活動に気軽に参加する人が増える。

人

３　予算等の推移

対象の大きさを表す指標　⇒　２－①　対象指標 意図の達成度を表す指標　⇒　２－②　まちづくり指標
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４　評価結果（施策の有効性評価）

① 目標達成度評価（目標値と実績値との比較） 

目標値より高い実績値だった

目標値どおりの実績値だった

目標値より低い実績値だった

② 時系列比較（基本計画現況値からの推移）

成果がかなり向上した

成果がどちらかと言えば向上した

成果はほとんど変わらない（横ばい状態）

成果がどちらかと言えば低下した

成果がかなり低下した

③ 他自治体との成果実績値の比較

かなり高い成果水準である

どちらかと言えば高い成果水準である

ほぼ同水準である

どちらかと言えば低い成果水準である

かなり低い成果水準である

５　まとめ（課題の抽出と解決の方向性）

〇住民の意識が変化する中で、特に新しく転入してくる方が自治
会へ加入しない傾向となっている。

○ＮＰＯの活動状況、内容等を市民活動センターのホームページ
やＳＮＳなどにより情報発信し支援していく。
○市民活動フェスタなど交流の場を提供し、活動の周知をしてい
く。

○市コミュニティバスの運行を知らない高齢者も多いため、積極的
にＰＲ活動を行うとともに、運転免許証返納前からバスを利用し慣
れ親しんでもらうような取り組みを行っていく。
○鉄道駅を結ぶ新たな路線を増やし、通学だけでなく、通勤にも
利用してもらえるよう運行拡充を行う。

○市民活動団体やＮＰＯ同士やＮＰＯと地域（行政等を含む）が連
携する場が少ない。

○運転免許証の自主返納などにより交通弱者の増加が見込まれ
るため、高齢者等の移動手段の確保が重要となる。
○市外の学校へ通学する学生も多く、鉄道駅接続の充実を望む
声が多く聞かれる。

課題解決の方向性

〇自治会への加入促進
・加入促進のため加入メリットを記載したチラシを作成する。
・本市への開発、転入手続きの際、自治会加入の案内を呼びか
ける。

5指標中４指標が目標値より低い実績値となった。自治会加入率については
下がり傾向で、地域活動に関する満足度も同様の傾向となっている。

市内で登録しているＮＰＯ法人数は40件と昨年ほぼ同数のままである。県内の
同規模の自治体（甲斐市28、笛吹市26）と比較すると多い数値となっている。
また、自治会に加入している世帯の割合は70.9％と若干加入率が減少した。
同規模の自治体（甲斐市79.1％、笛吹市81.6％）と比較すると大分低い率と
なっている。

※左記の理由

※左記の理由

基本計画現況値と比較するとほとんど大きな数値の変化はなく横ばいに近い
状況で推移してきている。昨年度の実績値との比較では地域活動に参加した
世帯の割合が１４％近く伸びたが、公共交通の満足度は9％近く下がってし
まった。

※左記の理由

施策の課題
（現状の問題点）


